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令和7年度（2025年度）決算に基づく健全化判断比率等審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第3条第1項及び第

22条第1項の規定により、審査に付された令和7年度（2025年度）熊本市決算における実

質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率及び資金不足比率並び

に各比率の算定の基礎となる事項を記載した書類について審査しましたので、その結果

について次のとおり意見を提出します。 
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注    意    事    項 

 

   各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

 

「－」… 記載すべき比率、数値がないことを表すもの。 

     「△」… 数値の減少を表すもの。 

 

   

 （関係条文） 

 

   地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

 

  （健全化判断比率の公表等） 

第3条  地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、実質 

赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比 

率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付 

し、その意見を付けて当該健全化判断比率を議会に報告するとともに、当該健全化判断 

比率を公表しなければならない。 

 

  （資金不足比率の公表等） 

  第22条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度の決算 

の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した 

書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率を議会に報告し、か 

つ、当該資金不足比率を公表しなければならない。 
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健全化判断比率等審査意見 

 

第１ 審査の基準 

   この審査は、熊本市監査基準（令和2年3月27日監査委員決定）に準拠して実施した。 

 

第２ 審査の対象 

審査の対象とした比率は、令和7年度（2025年度）熊本市決算における健全化判断比率 

（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）及び公営企業会計決

算における資金不足比率であり、各比率で適用する本市における会計区分は次のとおりであ

る。 

第３ 審査の着眼点 

   市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれらの算定の基礎となる事項

を記載した書類が適正に作成されているかどうかを着眼点として実施した。 

 

第４ 審査の主な実施内容 

審査に当たっては、各比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、関係部

局より提出された証書類との照合点検等を行い、計数の正確性について審査を実施した。 

 

第５ 審査の実施場所及び日程 

実施場所：監査事務局執務室 

日  程：令和8年（2026年）7月13日（月）から同月24日（金）まで 

        （令和8年（2026年）7月13日（月）概況説明） 

会計区分

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計

 産業振興資金会計

 植木中央土地区画整理事業会計

 奨学金貸付事業会計

 公債管理会計

 国民健康保険会計

 介護保険会計

 後期高齢者医療会計

 競輪事業会計

法非適  農業集落排水事業会計

 病院事業会計

 水道事業会計

 下水道事業会計

 工業用水道事業会計

 交通事業会計

会計区分 健全化指標の適用範囲

一
般
会
計
等

　一般会計

　一般会計等に属する
　特別会計

公
営
事
業
会
計

　一般会計等以外の特別
　会計のうち公営企業に
　係る特別会計以外の
　特別会計

公
営
企
業
会
計

　公営企業に係る
　会計 法適用

実
質
赤
字
比
率

資
金
不
足
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

準
元
利
償
還
金
の
対
象
会
計

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率
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第６ 審査の結果 

 １ 健全化判断比率について 

(1) 健全化判断比率の状況 

令和7年度（2025年度）熊本市決算における健全化判断比率は次のとおりである。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 実質赤字比率について 

令和7年度（2025年度）決算における一般会計等の実質収支額は64億2,964万円の黒字

であり、実質赤字額が発生していないことから記載すべき比率はない。したがって、早

期健全化基準11.25％を下回っている。 

 

イ 連結実質赤字比率について 

令和7年度（2025年度）決算における一般会計等に公営事業会計（公営企業会計を含む。）

を加えた連結実質収支額は246億1,321万円の黒字であり、連結実質赤字額が発生してい

ないことから記載すべき比率はない。したがって、早期健全化基準16.25％を下回ってい

る。 

 

ウ 実質公債費比率について 

令和7年度（2025年度）決算における実質公債費比率は5.9％（前年度比同率）で早期

健全化基準25.0％を下回っている。 

 

エ 将来負担比率について 

令和7年度（2025年度）決算における将来負担比率は90.3％（前年度比2.8ポイント減）

で早期健全化基準400.0％を下回っている。 

 

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれ

も適正に作成されているものと認められた。 

（指定都市の状況及び健全化判断比率の推移は、資料1及び2を参照） 

 

健全化判断比率及び早期健全化基準

 ア 実質赤字比率

 イ 連結実質赤字比率

 ウ 実質公債費比率

 エ 将来負担比率

－ － 16.25

5.9 5.9 25.0

90.3 93.1 400.0

－ － 11.25

（単位：％）

令和7年度（2025年度） 令和6年度（2024年度） 早期健全化基準
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(2) 健全化判断比率の算定項目の前年度との比較 

令和7年度（2025年度）決算における健全化判断比率と令和6年度（2024年度）決算にお

ける健全化判断比率の比較及び同比率の算定根拠となる主な基礎数値の比較は次のとおり

である。 

 

実質赤字比率 （単位：千円、％）

実質赤字比率 ― ― ―

一般会計等の実質赤字額 △ 6,429,639 △ 6,839,466 409,827

一般会計 △ 6,021,161 △ 6,351,831 330,670

母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計 △ 161,457 △ 234,993 73,536

産業振興資金会計 △ 234,361 △ 230,834 △ 3,527

植木中央土地区画整理事業会計 0 0 0

奨学金貸付事業会計 △ 12,660 △ 21,808 9,148

公債管理会計 0 0 0

（注）表中、負の値（△）で示した額は黒字であることを表す。

連結実質赤字比率 （単位：千円、％）

連結実質赤字比率 ― ― ―

連結実質赤字額 △ 24,613,210 △ 25,551,381 938,171

一般会計等の実質赤字額 △ 6,429,639 △ 6,839,466 409,827

国民健康保険会計 △ 1,790,588 △ 923,464 △ 867,124

介護保険会計 △ 1,227,378 △ 1,192,878 △ 34,500

後期高齢者医療会計 △ 505,204 △ 451,401 △ 53,803

農業集落排水事業会計 △ 1,019 △ 27,228 26,209

競輪事業会計 △ 623,823 △ 407,190 △ 216,633

病院事業会計 △ 219,386 △ 952,947 733,561

水道事業会計 △ 9,553,890 △ 9,121,457 △ 432,433

下水道事業会計 △ 3,874,681 △ 5,149,970 1,275,289

工業用水道事業会計 △ 16,912 △ 19,828 2,916

交通事業会計 △ 370,690 △ 465,552 94,862

（注）表中、負の値（△）で示した額は黒字であることを表す。

令和7年度
（2025年度）

令和6年度
（2024年度）

差引増減

令和7年度
（2025年度）

令和6年度
（2024年度）

差引増減
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（単位：千円、％）

5.9 0.0

令和7年度 令和6年度 令和5年度

（2025年度） （2024年度） （2023年度）

5.960 5.778 6.061

34,653,514 33,816,206 33,381,106

10,643,228 10,127,247 9,026,364

9,764,022 9,295,608 7,876,649

23,741,212 23,594,985 23,341,943

221,591,457 214,885,728 207,948,832

（単位：千円、％）

93.1 △ 2.8

636,597,887 639,852,820 △ 3,254,933

地方債現在高 496,195,398 502,490,861 △ 6,295,463

公営企業債等繰入見込額 68,654,675 67,769,062 885,613

退職手当負担見込額 66,366,245 63,536,255 2,829,990

組合負担等見込額 39,530 27,878 11,652

債務負担行為に基づく支出予定額 5,342,039 6,028,764 △ 686,725

457,883,728 461,611,755 △ 3,728,027

充当可能基金 58,151,211 52,174,671 5,976,540

充当可能特定歳入 37,584,160 39,559,595 △ 1,975,435

基準財政需要額算入見込額 362,148,357 369,877,489 △ 7,729,132

（単位：千円）

221,591,457 214,885,728 6,705,729

（注1）実質公債費比率の算定は当該年度を含めた3か年の平均で算定するため、各年度の数値を記載している。

実質公債費比率

令和7年度
（2025年度）

令和6年度
（2024年度）

差引増減

実質公債費比率
5.9

単年度比率

地方債の元利償還金(A)

準元利償還金等(B)

(A)(B)に充てられる特定財源

(A)(B)に係る基準財政需要額算入額

標準財政規模

　

将来負担比率

令和7年度
（2025年度）

令和6年度
（2024年度）

差引増減

将来負担比率 90.3

将来負担額

充当可能財源等

　

標準財政規模

令和7年度
（2025年度）

令和6年度
（2024年度）

差引増減

標準財政規模
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２ 資金不足比率について 

(1) 資金不足比率の状況 

令和7年度（2025年度）公営企業会計決算における資金不足比率は次のとおりである。 

 

令和7年度（2025年度）公営企業会計決算では、全ての会計で資金不足額が発生してい

ないことから記載すべき比率はない。したがって、経営健全化基準20.0％を下回ってい

る。 

 

(2) 資金不足比率の算定項目の前年度との比較 

令和7年度（2025年度）決算における資金不足比率と令和6年度（2024年度）決算におけ

る資金不足比率の比較及び同比率の算定根拠となる主な基礎数値の比較は次のとおりであ

る。 

 

  

資金不足比率及び経営健全化基準

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

工業用水道事業会計

交通事業会計

農業集落排水事業会計

20.0

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

令和7年度（2025年度） 令和6年度（2024年度） 経営健全化基準

（単位：％）
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資金不足比率 （単位：千円、％）

令和7年度
（2025年度）

令和6年度
（2024年度）

差引増減

△ 219,386 △ 952,947 733,561

流動負債額 2,891,581 2,744,198 147,383

算入地方債 9,861,284 10,518,507 △ 657,223

流動資産額 12,972,251 14,215,652 △ 1,243,401

解消可能資金不足額 0 0.0 ―

14,301,932 14,144,039 157,893

― ― ―

△ 9,553,890 △ 9,121,457 △ 432,433

流動負債額 3,638,086 3,926,605 △ 288,519

算入地方債 5,702 11,403 △ 5,701

流動資産額 13,197,678 13,059,465 138,213

解消可能資金不足額 ―

12,036,491 11,983,577 52,914

― ― ―

△ 3,874,681 △ 5,149,970 1,275,289

流動負債額 5,143,935 4,713,854 430,081

算入地方債 14,767 27,533 △ 12,766

流動資産額 9,033,383 9,891,357 △ 857,974

解消可能資金不足額 ―

11,409,453 11,356,986 52,467

― ― ―

△ 16,912 △ 19,828 2,916

流動負債額 1,285 205 1,080

算入地方債 12 25 △ 13

流動資産額 18,209 20,058 △ 1,849

解消可能資金不足額 ―

4,011 3,561 450

― ― ―

△ 370,690 △ 465,552 94,862

流動負債額 698,371 754,122 △ 55,751

算入地方債 ―

流動資産額 1,069,061 1,219,674 △ 150,613

解消可能資金不足額 ―

1,647,613 1,596,830 50,783

― ― ―

交通事業会計

資金不足額

事業規模

資金不足比率

工業用水道
事業会計

資金不足額

事業規模

資金不足比率

下水道事業会計

資金不足額

事業規模

資金不足比率

事業規模

資金不足比率

項目

法適用事業

病院事業会計

資金不足額

事業規模

資金不足比率

水道事業会計

資金不足額

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―
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令和7年度
（2025年度）

令和6年度
（2024年度）

差引増減

△ 1,019 △ 27,228 26,209

歳出額 293,680 251,988 41,692

歳入額 294,699 279,216 15,483

解消可能資金不足額 ―

33,235 33,112 123

― ― ―

項目

資金不足比率

　（注1）表中、資金不足額欄において負の値（△）で示した額は資金剰余が生じていることを表す。
　（注2）解消可能資金不足額を差し引いて、資金剰余が生ずる場合は資金不足額はゼロとする。

法非適用事
業
(宅造事業
外)

農業集落排水
事業会計

資金不足額

事業規模

― ―
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参考資料 

 

資料1 指定都市の状況（令和6年度（2024年度）） 

令和6年度（2024年度）決算に基づく健全化判断比率の状況（総務省ホームページより抜粋） 

 

令和6年度（2024年度）決算に基づく指定都市の健全化判断比率は上記のとおりであり、実質

公債費比率の平均が6.4％、将来負担比率の平均が59.1％であった（いずれも加重平均）。 

本市の令和6年度（2024年度）の実質公債費比率は5.9％で、指定都市の平均を下回っており、

将来負担比率は93.1％で、平均を上回っていた。 

なお、令和7年度（2025年度）の実質公債費比率は5.9％、将来負担比率は90.3％となってい

る。 

（単位：％）

実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

将来負担
比率

札幌市 － － 3.2 22.2

仙台市 － － 4.9 44.6

さいたま市 － － 6.1 20.7

千葉市 － － 10.4 120.1

横浜市 － － 9.2 114.9

川崎市 － － 8.4 111.4

相模原市 － － 2.9 －

新潟市 － － 12.4 121.7

静岡市 － － 5.9 30.9

浜松市 － － 3.3 －

名古屋市 － － 6.4 84.2

京都市 － － 12.0 132.0

大阪市 － － 0.1 －

堺市 － － 5.0 －

神戸市 － － 4.9 64.5

岡山市 － － 5.7 －

広島市 － － 8.8 161.3

北九州市 － － 10.6 143.0

福岡市 － － 7.7 58.8

熊本市 － － 5.9 93.1

平 均 － － 6.4 59.1
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資料2 健全化判断比率の推移 

熊本市決算における過去5年間の健全化判断比率の推移 

 

 

 

 

  

（単位:％）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

令和5年度
（2023年度）

令和6年度
（2024年度）

令和7年度
（2025年度）

実質赤字比率 ― ― ― ― ―

連結実質赤字比率 ― ― ― ― ―

実質公債費比率 5.4 5.4 5.5 5.9 5.9

将来負担比率 104.6 102.2 92.9 93.1 90.3
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資料3 用語の解説 

（1）健全化判断比率 

健全化判断比率とは、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比

率の4つの財政指標の総称である。地方公共団体はこの健全化判断比率のいずれかが一定基

準（早期健全化基準、財政再生基準）以上となった場合には、財政健全化計画又は財政再生

計画を策定し、財政の健全化を図らなければならない。 

健全化判断比率は、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するものであるとともに、他

団体と比較することなどにより、当該団体の財政状況を客観的に表す意義を持つものである。 

以下、各比率を個別に説明する。 

 

ア 実質赤字比率 

地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（地方公共団体の

標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの）に対する比

率である。 

福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、

財政運営の悪化の度合いを示すものといえる。 

 

 

 

 

イ 連結実質赤字比率 

公営企業会計を含む地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額

の標準財政規模に対する比率である。 

全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、

地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示すものといえる。 

 

 

 

 

実質赤字比率＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字比率＝
標準財政規模

連結実質赤字額
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ウ 実質公債費比率 

地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を

基本とした額に対する比率である。 

借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度

を示すものといえる。 

当該年度を含めた3箇年の単年度比率の平均により算出する。 

 

 

 

 

 

 

エ 将来負担比率 

地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、地方公共団体の一般

会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率であ

る。 

地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や、将来支払っていく可能性のある負

担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すものとい

える。 

 

 

 

（2）資金不足比率 

公営企業会計における経営の健全性を判断するに当たり、公営企業会計ごとに資金不足

比率の算定を行う。比率が経営健全化基準以上となった場合には、当該企業は経営健全化

計画を策定し、財政の健全化を図らなければならない。 

資金不足比率は、資金の不足額の事業の規模に対する比率で、公営企業の資金不足を、

公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合い

を示すものといえる。 

 

 

 

 

資金の不足額

事業の規模
資金不足比率＝

将来負担比率＝
標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋
　　　　　　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額)

実質公債費比率＝

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）

－(特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)
の３カ年平均の3箇年平均 
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